



１　 LLC に関する邦語の文献は主に次のものがある。大杉謙一「法人（団体）の立法のあり方について ･ 覚書」日本銀
行 金 融 研 究 所、IMES Discussion Paper No.2000-J-7 http://www.imes.boj.or.jp/japanese/jdps/fjdps2000_index.html
（2000年）、同「米国におけるリミティッド・ライアビリティ -・カンパニー (LLC) およびリミティッド・ライアビリ
ティ -・パートナーシップ (LLP) について――閉鎖会社立法への一提言」金融研究（日本銀行金融研究所）20巻１号
163-202頁 http://www.imes.boj.or.jp/japanese/kinyu/fkinyu01.html（2001年）、ケネス・Ｌ．ハリス（渡邊肇訳）「新
しい出資対象としての米国有限責任会社（上）( 下 )」商事法務1392号17-23頁、1391号2-6頁 (1995年 )、関口智弘
「米国ベンチャービジネスにおけるLLCの活用法」商事法務1683号24頁（2003年）、組織と法に関する研究会（座長:
前田庸）「報告書」http://www.imes.boj.or.jp/japanese/kinyu/fkinyu03.html(2003年 )、ドナルド ･ Ｊ．ヘス「米国の
リミテッド ･ ライヤビリティ・カンパニー」国際商事法務21巻１号25頁 (1993年 )、桝田淳二「アメリカの新しい事
業形態――LLC、 LLP および LLLP の展開（上）（下）」国際商事法務26巻７号685-691頁、26巻８号796-804頁 (1998
年 )
２　 内国歳入庁 HP http://www.irs.gov/taxstats/bustaxstats/article/0,,id=152029,00.html
３　 2010年11月11日現在、ULLCAを採択している州は、Alabama、Hawaii、Illinois、Montana、South Carolina、South 
Dakota、Vermont、West Virginia の８州と US Virgin Islands の１法域のみである。
４　 2010年11月11日 現 在、RULLCA を 採 択 し て い る 州 は、Idaho、Indiana、Iowa、Nebraska、Wyoming の ５ 州 と










･ ライアビリティ ･ カンパニー（Limited Liability 
Company；“LLC”）1は，現在も変化を続けている。
　アメリカの州法の統一を目指す統一州法委員全
国会議（National Conference of Commissioners on 
Uniform States Laws, “NCCUSL”）は，1994年に最
初の統一 LLC 法を採択し，以降95年と96年に２
回の改正を行った。現在，統一 LLC 法（Uniform 
Limited Liability Company Act；“ULLCA”）と呼ば
れているものは96年に公表されたものである。
　 そ の 後，1997年 に， ア メ リ カ の 内 国 歳 入 庁
（Internal Revenue Service, “IRS”） が， 一 般 に

















































された LLC を税法上 partnership として扱うように
なったことにより，1990年頃から全米各州で LLC
法が制定されるようになった。
　 当 時 の LLC 州 法 は， 各 州 の 会 社 法 お よ び 閉
鎖会社に関する特例をベースにしていたため，




が模範法（model act）として，Prototype Limited 












　ABA が PLLCA を公表したのと同じ1992年，IRS
は防弾法に関する通達を出すとともに，flexible act
に関しては private letter ruling11で対応すること
となった。すなわち，納税者の個別の問合せに対
し IRS が書面で回答を行い，その内容が公開され
るようになった。PLLCA は，flexible act であるが，
private letter ruling を利用することにより，その範
囲内で自由に内部関係を設計することが可能であっ
たため，以降の LLC 州法の多くは PLLCA をベース
にするようになった。





６　 当時のワイオミング州の LLC に関しては、例えば、William J. Carner, Limited Liability Companies: Origin and 
Antecedents, 66 U. COLO. L. REV. 855 (1995) を参照。
７　 通常は、法人と訳されることが多いが、アメリカ法上は” non-profit” 等の何らかの修飾が付かない限り、その実態
はわが国でいうところの株式会社である。
８　 Stephen M. Bainbridge, AGENCY, PARTNERSHIPS & LLCs, Foundation Press, p179, 2004.
９　 Rev. Rul. 88-76, 1988-1 CB 360。partnership や LLC などの団体が corporation 課税の対象となるか否かは、その団








の法務と税務』税務研究会出版局 (1994年 )、松岡宏明「米国パートナーシップの法的構造」金融法務事情 No.1162、
56-64頁（1987年）。




　 最 初 の 統 一 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 法（Uniform 
Partnership Act；“UPA”）が，1914年に制定され
た 当 時 か ら，partnership が partner と は 別 個 の
独立体 (entity) であるか，単なる partner の集合
体 (aggregation) に過ぎないのかに関して大規模な
議論が行われていたが，UPA は従来のコモンロー












　 そ れ が， も し 一 般 的 に 適 用 さ れ る な ら ば，











は partner と別個の独立体 (entity) であることを
明記した改訂統一パートナーシップ法（Revised 




　結局，NCCUSL が LLC に関する統一法を採択し
たのは1994年のことで，多くの州はその頃までに
最初の LLC に関する州法の制定を終えていた。
1.2　改訂統一 LLC 法 (2006) の制定
　共同事業を行なうための形態として太古から




Limited Partnership と 区 別 す る た め に，General 
Partnership（“GP"） と 呼 ば れ る こ と が 一 般 的 で
ある。業務執行権を持ち無限責任を負う general 
partner と，業務執行権がなく有限責任しか負わな








Revised Uniform Limited Partnership Act（本稿で
は，85年法と区別するため” 76年法” と呼ぶ）で
あるが，通常 RULPA と略称でいう場合には，最
新 版 で あ る85年 法， す な わ ち Uniform Limited 
Partnership Act of 1976 with 1985 amendment18
米国改訂統一リミテッド ･ ライアビリティ・カンパニー法の概要と分析
12　 Fairway Development Co. v. Title Indurance Co.,  621 F. Supp. 120 [N. D. Ohio 1985]
13　 UPA Revision Subcommittee of the Committee on Partnership and Unincorporated Business Organizations, Section 
of Business Law, American Bar Association, Should the Uniform Partnership Act be Revised?,  43 Bus. Law. 121 (1987).
14　 以降、93年、94年、96年、97年と毎年のように改正され、いずれも “RUPA” と呼ばれるが、現在は、RUPA といえ
ば、最新の97年法を指し、本稿もそれに従う。
15　 2010年11月11日現在、94年法を採択している州は Connecticut、West Virginia、Wyoming の３州。97年法を採択
し て い る 州 と 法 域 は、Alabama、Alaska、Arizona、Arkansas、California、Colorado、Delaware、Florida、Hawaii、
Idaho、Illinois、Iowa、Kansas、Kentucky、Maine、Maryland、Minnesota、Mississippi、Montana、Nebraska、
Nevada、New Jersey、New Mexico、North Dakota、Ohio、Oklahoma、Oregon、South Dakota、Tennessee、Texas、
Vermont、Virginia、Washingtonの33州とDistrict of Columbia、Puerto Rico、U.S. Virgin Islandsの３つの法域である。










　ABA が採択した PLLCA は，partnership に関する
３つの法，すなわち GP に関する UPA および RUPA
と，LP に関する RULPA を基にし，その多くは圧倒
的に多数の法域で採択された２つの法である UPA




Model Business Corporation Act（模範事業会社法，
"MBCA”）を混合したものを基にしている。








　 ま た，1996年 に は，NCCUSL は RUPA に ３ 度
目の改正を行って，業務執行権を持ちながらも
有限責任しか負わない partner のみで構成される










ない general partner と，業務執行権を持たず有
限責任しか負わない limited partner の２種類の
limited liability partner からなる partnership であ
る limited liability limited partnership（“LLLP”）に
関する規定を置いていた。
　 こ う し た 状 況 を 鑑 み，2001年 に NCCUSL は，
RULPA の抜本的な改訂を行った。つまりこの改訂
は，RULPA に LLLP に関する規定を加えたものに
はとどまらない，新しい法律の制定を意図したもの
であった。新法である Uniform Limited Partnership 
Act (2001) は，略称 ReRULPA と呼ばれている。
　ReRULPA 以 前 の RULPA で は，「 本 法 に 規 定 が
な い 場 合 に は，UPA に 従 う21」 と し て，Limited 
Partnership は Partnership の類型であることが明
確に想定され，UPA は RULPA を補完するという関
係にあった。また，UPA ６条２項においても，「本
法は，関連する法規定に反しない限り，Limited 
Partnership に も 適 用 さ れ る 」 と し て，UPA は















19　 こうした ULLCA の状況に関しては、痛烈な批判も存在する。代表的なものとして、Larry E. Ribstein & Bruce H. 
Kobayashi の一連の論文がある。ULLCA に関しては、Larry E. Ribstein & Bruce H. Kobayashi, Uniform Laws, Model 
Laws and Limited Liability Companies, 66 U. COLO. L. REV. 947 (1995) や Larry E. Ribstein, A Critique of the Uniform 
Limited Company Act, 25 STETSON L. REV. 311 (1995)、RULLCA に関しては、Larry E. Ribstein, An Analysis of the 
Revised Uniform Liability Company Act, 3 Va. L. & Bus. Rev. 35 (2008) や Larry E. Ribstein & Bruce H. Kobayashi, The 
Non Uniformity of Uniform Laws, 35 J. Corp. L. 327 (2009) がある。
20　 LLP に関する邦語の文献として、弥永真生「有限責任パートナーシップと公認会計士の責任」商事法務1382号8-12
頁 (1995年 ) がある。
21　 Uniform Limited Partnership Act (1976) with 1985 Amendments ( “RULPA” )1105条。また、RULPA403条では、リ
ミテッド ･ パートナーシップのジェネラル ･ パートナーの権利 ･ 権能 ･ 限界および責務は、リミテッド ･ パートナーの
いないパートナーシップのパートナーの場合と同様に扱っていた。但し、1917年に公表された ULPA では、｢ 商慣習
法を含むコモン ･ ローおよび衡平法 (the rules of law and equity, including the law merchant)｣ の原則に従う」（29条）
とされているのみで、UPA に従う旨の明確な言及はなかった。
22　 平成17年に制定された会社法では、合資会社の有限責任社員であっても、業務執行社員になることができるようになった。
23　 UPA6条 お よ び RUPA101条 ６ 号 に お い て、“an association of two or more persons to carry on as co-owners a 





営利目的で LP を利用した場合，limited partner も
無限責任を負うことも考えられた。









わない LP である LLLP に関する規定が設けられた
（ReRULPA 201条 a 項４号他）。
２．総説














　 そ の た め，ULLCA で は， ③ の 永 続 性 に 関 し
て， 存 続 期 限 の 定 め の な い 任 意 の LLC（at-will 





　 ま た， ⑤ の 経 営 の 集 中 化 に 関 し て も， 社 員




































25　 102条 (9)。“manager” の訳語に関しては、多くの邦語の文献において「経営者」と訳されている（例えば注1の大杉
教授の文献）が、一般的な用語としての経営者と大きく異なり、“manager” を選任した場合には、社員はパートナー
シップを拘束する代理権を有しないことを重視して、本稿では「理事」とした。一般的な用語との違いに関しては、
アメリカでも問題となっており（例えば、Brown v. MR Group, LLC, 278 Wis. 2d 760, 768-9, 693 N. W. 2d 138, 143 
(Wis. App. 2005)）、2006年法ではあえて LLC の運営契約でしか言わない造語 (term of art) であり、自然人とは限らな
いことが明記された (102条注釈 (9))。









































（"cabin in”）という RUPA 以降で採られてきた手
法をやめ，明らかに不当であると判断する場合の指
針を明らかにするという手法が採られている29。
　 例 え ば，RUPA404条 ｃ 項，ReRULPA408条 ｃ
項，ULLCA409条ｃ項は同一の文言で，業務執行者
の事業体に対する「注意義務は，重過失（grossly 
negligent）， 無 謀 な 行 為（reckless conduct）， 意
図的な不当行為（intentional misconduct）および











27　 ①105条規定の LLC の当事者能力の変更、②106条規定の内部関係や社員 ･ 理事に関する準拠法の変更、③204条規
定の裁判所の権限に関する変更、④本条 d ～ g 項規定の忠実義務 (duty of loyalty)、注意義務 (duty of care)、その他の
信認義務 (fiduciary duty) の削除、⑤409条 (d) 規定の誠実かつ公正なる取扱 (good faith and fair dealing) に関する義務
の削除、⑥410条が規定する社員等の権利義務を不当に制限すること、⑦701条 a 項4号5号が規定する特定の状況での
発せられた裁判所の解散命令の効力の変更、⑧702条 a 項とｂ項1号が規定する LLC の事業の清算に関し必要な事項の
変更、⑨9章が規定する社員の訴権を不当に制限すること、⑩1014条が規定する個人責任を負うような合併 (merger)、
組織変更 (conversion)、当州への設立準拠法の変更 (domestication) を承認する権利を制限すること、⑪112条ｂ項規定
の特段の定めなく第三者（社員や理事以外の者）の権利を制限すること。
28　 具体的には、409条ｂ項1号の定める、①社員が事業の運営や清算を行う際に、LLC が有する財産や機会を通じて得
た利益 ･ 便益 ･ 財産につき LLC に報告または保有すること、②社員が事業の運営や清算を行う際、LLC と利益相反関
係にある相手方として、あるいは、その相手方のために取引を行わないこと、③ LLC の解散 (dissolution) 前に競業関
係に立たないことをいい、これらは当然、理事に関しても準用されている（409条ｇ項）。
29　 RULLCA, Noteworthy Provisions of the New Act.
30　 supra note.













































































34　 本項はデラウェア州法 (DEL. CODE ANN. Tit. 6, §18-302(e)) を参考にしている。そこでは、運営契約の変更の際、
社員以外の者に拒否権を与えることが可能であり、このような拒否権は大口の債権者や社員ではない理事などにとって
は非常に有益である（112条 a 項注釈）。
35　 102条22号。ULLCA では” assignee” と呼ばれていたものが、” transferee” に変わった。
36　 判決債権者の申請に基づき裁判所が発する命令で、その債務者に属する LLC 等の財産に対する権利等を、その債務
の支払の担保にする旨を命じるもの。
37　 同項の注釈では、まさにこの点が問題になった判示として、Bauer v. Blomfield Co./ Holden Joint Venture, 849 P2d 





38　 「棚」を表す” shelf” であるが、内容を重視し、「仮登記」の訳語を付した。



























　partnership を集合体であると考える UPA では，
各 partner は他の partner の相互代理人であると
考え，partnership の通常業務を遂行しているよう





apparent authority）” は，partnership 型の事業体
に関する全ての統一法や州 LLC 法で採用されてい
る。
　partnership を独立体であると考える RUPA では，
各 partner は partnership という独立体の代理人で
あると規定する（301条 a 項）。limited partnership
では，ULPA，RULPA，ReRULPA のいずれにおいて
も，代理権を持つのは general partner のみであり，
limited partner には代理権が与えられていない。





なわち，社員経営 LLC の場合と理事経営 LLC の場
合では，社員の代理権の有無に関して全く異なる扱
いをしている。
　partnership や RULPA 以 前 の limited 
partnership の場合には，取引関係に至る第三者
が，partnership の正式名称や，その人物の地位が




員経営の LLC なのか理事経営の LLC なのかを区別
することはできず，ほとんどの州法が社員経営の













































































partnership の partner や LLC の社員としての地位
を獲得するのではなく，当該地位から生じる経済的
利益すなわち分配金を受領する権利が認められるの

















































































































































　ULLCA 制定前の LLC を第一世代，ULLCA 制定後




















　次に，第二世代の LLC は，各州毎に異なる LLC
法の統一化を目指すことにより，新たな法理論の確
立を模索したものと考えることができる。ULLCA
では，期間限定の LLC か，限定のない LLC か，あ






























の 中 で も 行 わ れ て お り，partnership や limited 
partnership の場合の扱いについて，今後の動向を
注目する必要がある。
























それは，①仮登記 LLC や②シリーズ LLC に関する
議論の中で読み取ることができる。①については，
LLC の効力発生要件ではないため，重要な論点では
ないと思われるが，商号の確保としての意味しかな
いのであるならば，既存の商号の予約に関する規定
米国改訂統一リミテッド ･ ライアビリティ・カンパニー法の概要と分析
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を利用することで解決が可能ではなかったかとも思
われる。
　②のシリーズ LLC については，一見無謀な手法
にも思われるが，税法上の取扱いはともかく，子
LLC の設立や自己信託の信託受益権の譲渡を用い
て，同様の経済的法的効果を作出することも可能で
あると考えられ，統一法で規定される時期も意外に
早いのではないかとも思われる。LLC の次なる進化
を示唆するものである。
　これらの議論に関しては，わが国の持分会社や士
業法人，有限責任事業組合に関する議論に影響を与
えるものと思われるが，ここではその検討は行わな
い。今後の議論が一層活発になることを期待した
い。
　本研究は「組合的規律と有限責任―組合型事業体
の法理論―」と題した研究テーマの一部であり、当
該研究に関しては日本学術振興会より科学研究費補
助金（基盤研究 (c)）の助成を受けている。本稿は
その成果の一部である。
井　上　能　孝
